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NTTグループのフォーメーション

【参考】子会社数：918社（うち国内286社、海外632社）

営業収益
（2022年度）

13兆1,362億円

※営業収益・営業利益は、各セグメント単純合算値
（セグメント間取引含む）に占める割合

40.0%

（6兆590億円）

21.0%

（3兆1,776億円）

27.0%

（4兆917億円）

11.9%

（1兆8,070億円）

営業利益
（2022年度）

1兆8,290億円

59.2%

（1兆939億円）

22.8%

（4,205億円）

14.4%

（2,656億円）

3.6%
（672億円）

従業員数
（2022年度末）

338,650名

13.9%

（47,150名）

20.7%

（70,300名）

57.6%

（195,100名）

7.7%

（26,100名）

日本電信電話株式会社（持株会社）

グループ全体の経営戦略の策定
基盤的研究開発の推進

総合ICT事業

地域通信事業

グローバル・ソリューション事業

その他（不動産、エネルギー等）

上場会社

上場会社
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NTTグループが今までやってきたこと

電話サービスの展開 ブロードバンドへの移行
グローバル事業の拡大

新たな
構造転換

20222000 20121985

5.1兆円

13.1兆円

10.8兆円

売上高

音声

83％
（4.2兆円） 音声 15％

（1.9兆円）

IP系・パケット

26％
（3.4兆円）

SI 35％
（4.5兆円）

2.6兆円

10.7兆円

音声 32％
（3.5兆円）

IP系・パケット

35％
（3.8兆円）

SI 17％
（1.8兆円）

海外売上高

0.95兆円

音声

67％
（7.2兆円）

設立
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社員 ”＋株主”の視点で見るNTT

■利益創出のための日々の営みが…
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*** EPSは、2015年7月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2020年1月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2023年7月1日を効力発生日とした株式分割(普通株式1株を25株に分割)を考慮

■営業収益
（兆円）

■営業利益
（兆円）

■ＥＰＳ
（円）

**  Tata Sons Limitedからの仲裁裁定金受領影響を除く当期利益は8,479億円
* 米国会計基準/IFRS

* * *

■EBITDA
（兆円）

4.7 

7.0 
7.8 

9.1 8.8 
9.2 

9.9 
13.2 

13.9 
14.8 

グローバル拡大

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度**            2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度E

[IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS]

ドコモ100%化

利益成長×自己株取得

3.1 3.3 3.2 3.2 3.2 
3.0 

3.1 3.2 3.3 
3.4 

11.1 11.5 11.4 11.8 11.9 11.9 11.9 12.2
13.1 13.1

東西効率化・ドコモ成長
1株あたり

当期利益
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3.8

13.2
13.9

14.8

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023E 2027E

社員 ”＋株主”の視点で見るNTT

■利益創出⇒株価に反映

※2015年7月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2020年1月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2023年7月1日を効力発生日とした株式分割(普通株式1株を25株に分割)を考慮

EPS（円） 株価（円）
20

16

12

8

4

0

(株価：円) (EPS：円)

2012年11月8日
中期経営戦略

「新たなステージを
めざして」を公表

✓ EPS＋60％成長

2018年11月6日
中期経営戦略

「Your Value Partner 

2025」を公表

✓ EPS＋50％成長

2023年5月12日
新中期経営戦略

「New value creation & Sustainability 

2027 powered by IOWN」を公表

2020年9月29日
ドコモ完全子会社化発表

2014年5月13日
光コラボ発表

2010年7月15日
Dimension Data買収発表

2010年4月1日
株価 39.6円

2023年12月29日
株価 172.3円

200

160

120

80

40
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社員 ”＋株主”の視点で見るNTT

■株価パフォーマンス

-50%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

2014年1月1日 2023年12月29日

NTT
+204%

TOPIX

+82%

2015年5月
中期経営戦略
「新たなステージをめざして 2.0」を公表

2021年10月
「NTTグループ中期経営戦略の

見直しについて」を公表

2023年5月
新中期経営戦略
「New value creation & Sustainability 

2027 powered by IOWN」を公表

※2015年7月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2020年1月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2023年7月1日を効力発生日とした株式分割(普通株式1株を25株に分割)を考慮

2018年11月
中期経営戦略(2018年度～2023年度）
「Your Value Partner 2025」を公表
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ご参考：株主総会招集通知



2023年5月12日

New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

新中期経営戦略について

Copyright 2022 NTT CORPORATIONCopyright 2023 NTT CORPORATION
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新中期経営戦略の基本的な考え方

NTTは挑戦し続けます

新たな価値創造と

地球のサステナビリティのために

～ Innovating a Sustainable Future for People and Planet ～
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そのために成長分野への投資拡大

5年間で成長分野に約8兆円の投資

2015 2022 2027

50％UP

（年度）

1兆円/年

0.6兆円/年

1.5兆円/年

1兆円/年

5年で
約8兆円

トータル
約12兆円
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2027年度2022年度

＋20％増加

4兆円

3.3兆円

2027年度に向けて成長のためのキャッシュ創出力を増大し、

EBITDA 約4兆円をめざす

さらに未来のためにキャッシュ創出力を拡大
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株式取引に伴うリスクと、社員持株会
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社員＝内部者（インサイダー）

■インサイダー取引規制違反 ⇒刑事罰・課徴金
証券取引等監視委員会 課徴金納付命令勧告（2023年6月27日）

A社（上場）
取締役会決議/公表

2020年11月9日 15:00

2020年11月9日
14:34頃

インサイダー取引！

役員

A社株式
500株を買付

他社から公開買付けを
受ける旨の検討

職務に関して
検討状況を
知る

情報伝達

違反行為者
（第一次情報受領者）

証券取引等監視委員会から
2022年12月1日に告発

証券取引等監視委員会から
課徴金納付命令勧告
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社員＝内部者（インサイダー）

■そこで、社員持株会

日本取引所グループ Webサイトより

一定の計画に従い毎月行う定時定額の買付け＝未公表の重要事実を知っていても可能
（ただし、未公表の重要事実を知りながら行う持株会拠出額の増加や新規加入は

インサイダー取引規制の対象）

※積み立てた株の扱い ⇒ 売却時は、所属会社毎のルールに従ってください（事前届出が必要 等）
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社員持株会概要と、奨励金について

■積み立て購入＋最大8%※の奨励金

⚫ カフェテリアポイントを活用すれば、給与・賞与からの拠出金に対して

８％の奨励金が付与されます。

例えば、毎月1万円拠出すると仮定した場合、年間だと、

1万円×8%×18か月※＝14,400円 が奨励金として支給され、積立金に加算

Column クレジットカードの平均的なポイント還元率は0.5％ほど。(200円の利用につき1円分の
ポイントを還元) 月1万円の買い物をしても、貯まるポイントはわずか50円分…

=(800円/月)

社員持株会制度
とは

⚫ 社員持株会制度とは、勤め先の会社の株式を定期的に（給与天引きで）
積み立て購入することにより、資産形成を図ることができる制度のことです。

給与・賞与

奨励金

勤め先
従業員

社

員

持

株

会

給与・賞与から天引き
（奨励金※含む）
※ 下段で説明 証

券

会

社

株

式

市

場

共同で株式市場
から勤め先の株を購入

NTT社員持株会の
メリット

買い付けた株式は
拠出金に応じて配分

管理

株式株式

※18か月=12か月分+賞与分（3か月分×2）

※カフェテリアプラン申請で更に1ポイントあたり1,440円/年（最大5ポイントで7,200円/年）の奨励金付与あり

※カフェテリアプラン未導入会社は、一律8%支給
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社員持株会加入シミュレーション

⚫ 加入期間：2013年4月～2023年3月（10年間）
⚫ 積立額：毎月1万円、賞与から3万円（年2回）
⚫ 奨励金：積立額の8％

シミュレーション結果

注１）このページにおけるシミュレーションでは、買付に係る手数料や配当時の税金等は考慮しておりません。また買付価格は実際とは異なりますので、過去の結果とは必ずしも一致しません。あくまでも
ご参考としてお取り扱いくださいますようお願いいたします。

注２） NTT社員持株会の積立は元本保証ではなく、株価の変動により評価損益がマイナスとなる可能性もございます。将来のリターンを約束するものではありませんので、あらかじめご了承の上ご検
討をお願いいたします。

■元本 ■奨励金 ■元本の評価損益（配当＋株価変動）■奨励金の評価損益(配当＋株価変動)

180万円

194万円

（万円）

16万円
評価損益計

210万円

14万円

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

時価評価額
404万円

元本（拠出額）

元本の評価損益

奨励金の評価損益

奨励金

シミュレーション条件
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NTT社員持株会申込方法
⚫ 申込受付期間：2024年4月1日（月）～ 4月15日（月）

※4月１日付で採用された社員、持株会の未加入会社から加入会社へ異動となった社員は、
人事情報が接続され、持株WEBサービスでの新規加入申請が可能となるのが4月6日(土)以降となります。

⚫ 申込方法：QRコードまたは以下URLより持株WEBサービスにアクセスし、申請を実施
⇒https://www.e-plan.nomura.co.jp/login/index.html?bmb=1

（申請方法については、別紙１の申請手順書を参照ください）

⚫ 積立開始時期：2024年5月給与支給分より積立開始

⚫ 問い合わせ先：①持株WEBサービスについて 野村證券 持株会お客様専用ダイヤル TEL：0120-543-052
⇒ 平日 8：40～17：10 土日 9：00～17：00（祝日・年末年始を除く）

②NTT社員持株会運営方法 N-biz Life Stationの「問い合わせフォーム」
⇒ N-biz右上の「よくある質問」 ＞「問合せする」 ＞種別で「社員持株会」を選択

カフェテリアポイント
申請について

1ポイントあたり1,440円（年間）奨励金を追加

＋

（単位：円/年）※年間ベースに換算

⚫ 奨励金を受け取るためには、別途カフェテリアポイントの申請が必要です。

⚫ 申請ポイント／積立口数に対応した奨励金については下表の通りとなり、5口以上積立の場合、更に追加で6～
10ポイントまで申請すると、右下表のように1ポイントあたり1,440円/年が支給されます。

ポイントを追加することで、奨励金を追加で支給
（5口以上の場合）

新規加入者用QRコード

定例募集について

新入社員の皆さま

カフェテリアプラン対象会社のみ



Innovating a Sustainable Future

for People and Planet
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